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政府施設におけるペロブスカイト太陽電池の率先導入に向けて 

 

令和６年３月25日 

環 境 省 

 

１．経緯 

○ 「政府施設における太陽光発電の率先導入について」（令和５年９月 27 日公共部門等

の脱炭素化に関する関係府省庁連絡会議）において、「ペロブスカイト太陽電池のよ

うな新技術について、現時点では考慮していないが、今後実用化された際にはこれま

で設置できなかった箇所に設置できるようになる可能性があるため、新技術の詳細が

明らかになった段階で、改めて検討する」ことされている。 

○ GX 実現に向けた投資促進策を具体化する「分野別投資戦略」（2023 年 12 月 22 日 GX

実行会議取りまとめ）において、次世代型太陽電池について、公共施設の導入目標の

先行した検討や公共施設での率先導入に取り組むこととされた。 

 

２．ポテンシャルの把握について 

○ ペロブスカイト太陽電池は軽量であるため、これまで太陽光発電設備が設置困難だっ

た屋根や壁面への設置が可能になるとされている。ペロブスカイト太陽電池が 2025

年の実用化が目指されている（参考１）ことを踏まえ、政府施設での導入目標の検討

に向けて、政府が保有する建築物において、設置に適した屋根や壁面の面積を調査・

確認する必要がある。 

○ 調査内容については、環境省・経済産業省が保有する施設での先行的な調査や、関連

事業者へのヒアリングを通じて整理を行う。（参考２）（参考３） 

 

３．政府施設におけるペロブスカイト太陽電池の目標について 

○ ２で把握したポテンシャルを踏まえつつ、ペロブスカイト太陽電池について 2025 年

からの事業化を見据え、2020 年代年央に 100MW/年規模、2030 年を待たずに GW 級の

量産体制が構築されることを前提に検討する。 

 

４．今後のスケジュール 

○ 2024 年実施予定の政府実行計画の実施状況調査で、各府省庁保有施設におけるペロ

ブスカイト太陽電池の設置に適した屋根や壁面についての調査を実施。 

○ 調査結果を踏まえて、ペロブスカイト太陽電池に関する目標の検討を行う。 

  

資料２－７ 
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【参考１】ペロブスカイト太陽電池の特徴や取組状況 

GX 実現に向けた投資促進策を具体化する「分野別投資戦略」（令和５年 12 月 22 日）参考

資料より抜粋 
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【参考２】関連事業者へのヒアリングを踏まえた想定される設置条件と調査項目 

 ペロブスカイト太陽電池は軽量であり、これまで太陽光発電設備が困難だった屋根や壁

面・窓への設置が可能になるとされていることから、既存の太陽電池が設置困難とされてい

た屋根、壁面・窓について調査を行うこととする。 

設置する条件については、関連事業者へのヒアリングを行ったところ、ペロブスカイト太

陽電池は現在事業化に向けて開発が進められているところであり、建築物への設置方法につ

いても特定されているわけではないが、例えば壁に設置する場合は主に下記のような条件を

満たす必要があると考えられている。 

・ペロブスカイト太陽電池は壁面にアンカーを打ち込んで固定することが想定される。この

ため、壁面の性質として、アンカーが打ち込める湿式（コンクリート）であれば設置が可

能。乾式（サイディング）の場合は事前調査で可否を判断することとなる。 

・湿式（コンクリート）であっても経年劣化で脆くなっていることが考えられるため、築 40

年以内を対象とするのが好ましい。 

 このため、政府施設の調査において、 

○壁面の材質や築年数 

について確認することとする。また、その他の調査項目として下記が想定される。 

○壁面・窓の面積：壁面・窓の面積については、床面積から推計する方法や、図面から計算

する方法があるが、調査の負担も考慮して計算方法を検討する。 

○方角：対象の政府施設の壁面の方角を確認する。壁面に垂直に太陽光発電設備を設置する

場合、南面だけでなく、東面、西面も設置する壁面として想定する。また、方角ご

とに周辺の建築物等を確認し、年間を通じて日陰になるかどうかも確認する。 

 ※なお、北面については、１年のうちの一定期間、朝夕の短い時間帯に直接日光が当たり、それ以

外の期間でも散乱光によって発電することもあるため、太陽光発電設備を設置した場合全く発

電しないわけではないが、発電量は他面に比べて期待できないため、調査対象から除外すること

とする。 

 

 上記の他、既存のシリコン型太陽光電池における調査と共通の項目として、下記が想定さ

れる。 

○屋根の空きスペースの面積 

○海岸からの距離 

○建築物の廃止計画 

○建築物の耐震対策 

○太陽光発電を設置できない他の要因の有無  
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【参考３】環境省・経済産業省での先行調査における壁面の事例 

 環境省・経済産業省が所有する一部施設の調査における壁面や築年数の事例は以下の通り。                                                                                                                              

 

モルタル外壁の事例 

環境省環境調査研修所（本館） 建築年：1974 年（築 50 年） 

壁の材質は問題ないが、築年数が 40 年以上のため避けることが望ましい。 

 

 

 南面                  東面 

モルタル外壁の事例 

環境省環境調査研修所（宿泊棟新館） 建築年：1997 年（築 27 年） 

南面がベランダとなっている。 

東面は壁の材質、築年数ともに問題なく、設置可能性が高いと考えられる。 
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パネルの事例 

環境省環境調査研修所（国際研修棟） 建築年：1997 年（築 27 年） 

壁がパネル構造のため、設置が可能かどうかは詳細な調査が必要。 

 

 

タイルの事例 

経済産業省別館 建築年：1968 年(第一期) (築 56 年)、1973 年(第二期) (築 51 年) 

壁がパネル構造、築年数が 40 年以上のため設置が困難。 

 

 


